
　１ ．はじめに

　地域経済は自地域内の経済循環のみによって存
立しているのではなく、他地域と商品・サービス
を交換することによって成立している。こうした
地域間交易を通じて、他地域で起こる変化が間接
的に自地域に影響するとともに、自地域で起こる
変化もまた間接的に他地域に影響するという地域
間相互依存関係が存在する。国内地域間の人やモ
ノの移動に関する開放性は国家間のそれと比較す
ると高く、地域間相互依存関係の状況が、地域経
済成長に対して大きな影響を与えている。そのた
め、地域経済の今後を見据え、その成長と発展の
ために効果的な経済基盤の構築を図ろうとすると
きには、地域内の経済動向はもとより、国内他地

域および世界経済の動向をも分析の視野に取り込
む必要がある。特に、具体的な産業振興策として
産業基盤形成の効果を定量的に把握しようとする
場合には、地域間・部門間波及の視点は欠かせな
い。
　こうした理解に基づいて、将来の中国地域経済
の動向を見据えようとする場合、地域経済を構成
する各部門の行動原理を把握し、その経済活動を
数量的に表現しうる経済模型を構築することが求
められる。その際、地域経済の高度な相互依存性
を前提とすれば、所得発生が需要や生産を喚起し、
生産が所得を生み出す経済循環の中で、他地域あ
るいは全国経済動向との関わりが明示的に考慮さ
れなければならない。
　そこで本稿では中国地域を対象とした２０３０年ま
での経済見通しを行うことを目的として、新たに
地域計量経済・産業連関モデルを構築する。この
モデルでは部門ごとに生じる需要と供給の差が地
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【要　旨】
　少子・高齢化、グローバル化など激しい社会・経済の変動にさらされている地域において、これから
の地域経済をどう再構築し維持していくのか、その将来ビジョンを描くことの重要性が高まっている。
そこで本稿では、中長期を対象とした中国地域マクロ経済の変動と産業構造の変化を同時に見通すこと
が可能な中国地域計量経済・産業連関モデルの開発を行った。これは『平成１２年中国地域内産業連関表』
（経済産業省）を基礎に、地域内３２部門別産出額および粗付加価値額、民間最終消費、民間住宅投資、民
間設備投資などの地域内需要、さらに地域内で生み出される所得などを整合的に把握しうるモデルであ
る。同モデルの特徴は、需給動向を反映して投入構造が内生的に変化するというメカニズムを有する点
にある。同モデルを用いて中国地域経済における２０３０年までの経済予測を行った結果、中国地域の実質
経済成長率は年率平均で０．９３％とほぼ全国（０．９４％）並みに推移する結果が得られた。人口減少により
域内需要は低い伸びにとどまるものの、中国地域経済が基盤とする化学、石油・石炭製品、鉄鋼、一般
機械、電気機械、輸送機械などの産業において域外需要牽引型の成長が予測される。
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域間および部門間の取引量の変化を通じて調整さ
れ、結果として均衡がもたらされる需給調整構造
が導入されており、従来の計量経済モデルにはな
い特徴を持っている。さらに、地域間・部門間取
引が調整行動の結果を通じて変化するため、われ
われが重要と考えている地域間・部門間相互依存
構造の変化をもモデルを用いて予測することがで
きる。このモデルでは地域経済で行われる地域
間・部門間取引を整合的に把握することが可能で
あり、こうした利点を活かして、中長期的な経済
展望、産業構造分析、さらにシミュレーション分
析など、幅広い分析ニーズに対応することができ
る。
　本稿の構成は次の通りである。第２節では地域
経済モデルの現状と課題を整理し、第３節におい
て地域計量経済・産業連関モデルの特徴を述べ 
る。第４、５節において、中国地域を対象とした
モデルを構築し、２０３０年までの経済展望を行った
結果を示す。最後に結論と今後の分析課題を述べ
る。

　２ ．地域経済モデルの現状と課題

　伝統的な地域経済モデルには、需要牽引による
経済成長を扱う経済基盤仮説（Economic Base 
Model）に立脚した１）地域マクロ計量経済モデ
ルと２）地域産業連関分析がある。
　経済基盤仮説は、移出産業の成長が地域経済に
循環的な成長をもたらすことを説くものである。
その特徴は地域内生産が外生需要に応じて誘発さ
れる仕組みを持つことにある。地域外で生じた需
要ショックを起点として、移出品を生産する基盤
部門、地域内需要に応じる非基盤部門の連鎖を通
じて地域内の生産活動に影響することが想定され、
経済の成長メカニズムの原因が外生的な需要増加
に置かれている点において、ケインズの経済理論
（需要牽引理論）との関連性は強い。こうした因果
を導入した地域マクロ計量経済モデルは、地域内
の生産（付加価値）と分配（所得）との関係、分
配（所得）と最終消費との関係、生産（付加価値）
と投資との関係などを明らかにし、さらに、それ
ら経済変数と地域人口との関係を加えた社会経済
模型を用いて、各地域の経済を数値的に計算しう
る枠組みを提供する。一方、地域産業連関分析は、

地域間・部門間相互依存を考慮した分析手法とし
て知られており、地域間・部門間の中間財取引を
一定の係数（地域間投入係数）と仮定することに
よって、ある地域ある部門の生産増加が、その部
門が行う中間財取引を通じて自地域他部門あるい
は他地域他部門の生産増加に波及する様子を明示
的に表現する。
　この地域マクロ計量経済モデルによる需要規模
の把握と地域産業連関分析による生産誘発を整合
的に把握するために、両者を接続し、地域マクロ
計量経済モデルで予測される消費や投資などの最
終需要を満たす地域別・部門別産出額を計算する
方法は、接続モデル（Linking Model）と呼ばれ、
１９８０年代以降、最終需要規模の変化と産業構造変
化を同時に把握するために多用されている。しか
し、この方法は分析対象が国民経済であるか地域
経済であるかにかかわらず、単に地域マクロ計量
経済モデルが弾き出す需要合計額を部門別に配分
するだけであり、需要規模が生産規模を規定する
という従来の考え方（経済基盤仮説）の延長に過
ぎない。つまり、生産はすべて需要に等しいだけ
行われると考える結果、そこには地域経済がもつ
生産能力や供給制約が考慮されず、それらの存在
によって日常的に行われる需給調整は無視される。
そのため、接続モデルでは最終需要の変化が地域
間・部門間の中間投入構造を通じて地域別・部門
別産出構造に影響を与え、それが地域の所得発生
の仕組みを変化させ、結果として最終需要の発生
に影響するという循環構造を表現することができ
ない。さらに、投入係数の変化が事前に固定され
るため、ある地域で需要が増加し、その生産のた
めにより多くの中間投入が必要となった場合、当
該中間生産物について生産余力の大きい地域・部
門からより多く投入し、生産余力のない地域・部
門からは投入を増加させないという行動を考慮す
ることもできない。
　このような課題を克服するため、１９９０年に米国
ワシントンを対象地域とする Projection and Simu-
lation Model （Conway １９９０） が開発された。これ
は、地域経済分析で必要となる部門分割と地域レ
ベルの需給調整が明示的に取り扱われた初めての
モデルである。さらに、Islailevich et. al. （１９９８） で
は、Conway が開発したモデルの需給調整がマー
シャル均衡の模型であることが示され、シカゴ地
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域を対象としたモデル開発が行われている１）。同モ
デルは Chicago Region Econometric Input-Output 
Model と呼ばれ、Regional Econometric Input-
Output Model （REIM） の原型として、広く知られ
ている２）。
　Chicago Region Econometric Input-Output 
Modelの特徴は、地域産業連関構造をマクロモデ
ル内に埋め込み、産業連関分析の核である地域内
投入係数が地域の需給調整によって変化する構造
を持つことにある。そのため、このモデルは埋め
込みモデル（Embedding Model）とも呼ばれてい
る。埋め込みモデルでは、中間需要の発生が産業
連関モデルによって把握され、最終需要と合わせ
て全需要が決定される。それに対応して地域別・
部門別の産出（供給）が決まり、さらにその結果
に基づいて所得及び最終需要が決定される、とい
う循環構造を表現することが可能である。
　地域計量経済・産業連関モデル（以下 REIM）は、
この埋め込みモデルの考え方に基づいて設計され
ている。通常用いられる地域産業連関分析では、
企業は需要の増加に対してそれに等しいだけの生
産を行うことが想定されているのに対し、REIM
では企業は需要増の一部を増加させるという、需給
（部分）調整概念が導入される。その結果として需
要と供給の不一致が起こるが、それは各地域・各
部門の投入係数の変化および最終需要の地域別・
部門別構成比（以下最終需要コンバータという）
の変化を引き起こし、需給が等しくなるように調
整される。つまり、接続モデルでは地域間投入係
数の変化が外生的に与えられるのに対して、REIM
では投入係数や最終需要コンバータが需給調整の
結果として内生的に変化する。シミュレーションの
ために最終需要発生のパターンを変更すれば、そ
れに応じて地域間投入係数や最終需要コンバータ
が変化することになるため、どのような需要発生
パターンでも中間投入係数の変化が固定されるとい
う接続モデルが持つ欠点は改善されることになる。

　３ ．モデルの理論構造

　この REIMの特徴である地域経済の需給調整に
関するメカニズムは、従来の REIM 開発において、
明確な理論仮説を持たず、単に需要と供給との関係
を統計的に推定するにとどまっていた。需給調整メ
カニズムに理論仮説を付与することによって、モ
デルが算出する解を単に統計的な関係としてではな
く、理論的な観点から解釈することが可能になる。

１　需給調整メカニズムの考え方
　需要と供給が一致しない場合の調整方法には、
価格調整と数量調整の二つの方法がある。地域経
済に焦点をあててモデル化を行う場合、たとえ自
地域の生産財が超過需要であったとしても、当該
財の価格が直ちに上昇すると考えるのは適当では
ない。というのは、もし、当該財が他地域の生産
財で代替可能であるならば、常に他地域もしくは
国外から移輸入することで超過需要に対応するこ
とが可能であるからである。したがって、地域の
需給不均衡が国内あるいは国際的に取引されてい
る財の価格を変化させるほどの影響力を持たない
場合には価格調整よりもむしろ数量調整に焦点が
あてられるべきである。数量調整の場合、供給は
生産主体の生産技術や生産要素賦存量を制約とし
て、需要に応じて決定される。後に展開する仮説
への導入を図るため、地域内生産と当該地域に対
する需要との関係を需給比という概念を用いて整
理しておくことにしよう。
　いま、ある地域内において任意の財に対する需
要が新たに生起した場合を考える。まず、最も単
純なケースとして、このとき生じる需要規模が確
定している場合を想定する。この場合、当該需要
および派生需要の合計（以下、追加的需要という）
を全額地域内で生産することができれば、追加的
需要に対する地域内生産の比は１である。しかし、
移輸入が存在する限り、追加的需要が発生する以
前の需給比は１以下であるはずなので、追加的需
要に対応した生産額を考慮した需給比は上昇する。
一方、追加的需要が全額他地域からの移輸入に
よって賄われた場合、地域内生産はゼロであるた
め当期の需給比もゼロであり、結果として地域経
済の需給比は低下する。つまり、需給比は地域経
済が完全な需要牽引型である場合は増加するが、
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１） ここでのマーシャル均衡とは数量調整によって需給
調整が行われることを指す。
２） REIMというモデル型とその開発技法が確立されて
以降、地域経済モデル開発においては、REIMと空間
的計算可能一般均衡分析（Spatial and Computational 
General Equilibrium Model: SCGE）によるモデル開発
が２大潮流となっている（West  １９９８）。



生産財の供給力が生産技術と生産要素賦存で制約
されるため、生産性上昇を伴わない限りにおいて、
それは低下することにもなり得る。
　ただし、生産規模変更以前に需要規模が確定し
ていると考えるのは単純過ぎるため、地域内生産
者に対する需要が確定しておらず、その規模は生
産者が予想したものであるとしよう。生産者は予
想需要に対して自身の生産規模を調整する。生産
者の予想形成に応じて、予想需要と等しい生産を
行う場合（追加的需要と追加的生産の比は１）が
あれば、予想需要に対して生産規模を変更するこ
とがない場合（追加的需要と追加的生産の比はゼ
ロ）もある。それらの人々を集計すると、予想需
要に対する生産の調整は、平均的には両極端の中
間にあると考えて良いだろう。結果として得られ
る追加的需要と追加的生産の比がもともとの需給
比より高ければ、それらを含めた需給比は上昇し、
低ければ低下する。したがって、より現実的な
ケースでは、需給比の変化には生産者の予想形成
の程度が影響することになり、モデル化を行うに
あたっては、そのような状態を表現する生産者の
行動仮説が必要とされる。

２　生産者行動仮説と産業連関分析
　いま、当該地域における t期の第 i部門の産出
額を 、同部門に対する需要額を としよう。
このとき企業は産出額 の決定について、望ま
しい水準 に対して調整率 giを定数とする部分
調整を行うと仮定する。つまり、

  １

ただし である。調整率 gは、生産者が当
年の追加的需要を含めた全需要規模に対して生産
をどの程度追随させるかを示す比率である。１式
では生産者は予想生産量と前年の供給量との差を
直ちに修正してしまうのではなく、その差の一定
割合を修正すると考えている。
　ところで、生産者が想定する生産量は当期に利
用可能な資本ストックや労働など、生産に利用し
得る生産要素を最大限に活用した場合の生産規模
となるため、予想生産量は投入可能な資本や労働
に加え、生産者の持つ技術水準にも制約される。
それら供給制約に関する情報をひとまとめにして
 で表現し、企業の予想生産量を期待需要と供給
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制約の線形関数で表現できると仮定する。

  ２

ここで dはパラメータである。２式を１式に代入
すると、次のような生産者の供給決定における部
分調整モデルを得る。

  ３

　この状況のもとで、所与の最終需要額に対応す
る産出額の水準を決定する仕組みとして、移輸入
を内生化した産業連関分析の枠組みを用いること
にしよう。
　個々の生産者は、必ずしも産業連関分析を用い
て需要規模を予想するわけではないが、日常の受
発注の経験から企業間、産業間の取引を知ってお
り、それらの情報をもとに需要規模を想定する。
個々の生産者が取引情報をもとに行う予想額を集
計した場合には、その仕組みが産業連関の枠組み
で表現できると考えれば、t期における第 i部門の
予想需要額 を次のように書くことができる。
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ここで、 は第 i部門の移輸入係数、 は中間投
入係数、 は最終需要総額のうち第i部門の構成比
（最終需要コンバータという）、 は輸出総額のう
ち第i部門の構成比（輸出コンバータという）、 
は移出総額のうち第i部門の構成比（移出コンバー
タという）である。これらはすべて基準時の値で
ある。さらにFDt、FEXt、REXtは、それぞれt期
における地域内最終需要、輸出および移出である。
　すでに供給関数は３式で与えられているから、
ここで、需要と供給の比率を
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で定義すると、 は次のように書くことができる。
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６式における基準時点の地域内第 j部門の第 i部
門からの地域内投入係数（regional purchasing 
coefficient）は で表されている。した
がって各年の需給比 が確定すれば、次に示すよ
うに地域内部門間の取引構造を示す地域内投入係
数を列年で計算することが可能となる。

  ７

同様に、基準時点の値と各年の需給比の情報を用
いて、列年で需要コンバータを計算することが可
能となる。通常の地域産業連関分析では、投入係
数については RAS 法などのいわゆる Bi-propor-
tional Method を用いて更新されることが多いもの
の、各需要コンバータについては基準時の値のま
ま用いられることが多い３）。さらに、投入係数の
アップデートに用いられる Bi-proportional Method 
は、過去の変化をそのまま延長するという機械的
なものであり、そこに需給調整という経済的概念
は含まれない。 それに対して、調整係数を用いた
アップデート法は生産者の調整メカニズムを持ち、
係数の変化を理論的および経験的に解釈すること
ができるため、単に係数のアップデート法として
みたときにも Bi-proportional Method より優れて
いると言えよう。

　４ ．モデルの構築

　本節ではこの理論的枠組みに従い、REIMの開
発例として中国地域を対象に取り組んだ中国地域
版 REIM（以下 CREIM）の概要を説明する。以下
では、モデルの体系を説明した後、モデル構築で
必要となる主要データの作成方法について整理し
て述べる。それを踏まえた上で、モデルの推定と
テスト結果について述べる。

１　モデルの概要
　図１は、今回開発した CREIMの基本構造をフ
ローチャートで示したものである。CREIMは大
きく分けて最終需要ブロック、投入・産出ブロッ

( )1 − m ai ij

βi
t

r m ai
t

i
t

i ij= −( )β 1

ク、供給ブロック、付加価値ブロックの４ブロッ
クから構成される。
　最終需要ブロックでは、中国地域の人口および
世帯数の将来動向（山野・櫻井 ２００４）に基づき、
民間消費および民間住宅投資が決定される。さら
に、全国マクロモデルの予測結果（服部他 ２００５）
に基づき、公的消費、公共投資が決まるとともに、
世界貿易量が与えられることで、移輸出が決定す
る。最終需要ブロックで決まった需要は、需要項
目別部門別の配分比を用いて部門別需要に配分さ
れた後、投入・産出ブロックにおいて地域内産業
連関構造によって求められる部門別中間需要とあ
わせて、産出高ベースでの需要に変換される。
　供給ブロックでは、求められた産出高ベースの
需要をもとに需給調整が行われ、その結果として
産出高（供給額）が決定される。さらに付加価値
ブロックでは、供給ブロックで決定された産出高
に応じて粗付加価値や所得水準が定められる。こ
の供給ブロック、付加価値ブロックで求められた
地域の産出高や所得水準は再び最終需要ブロック
において消費や投資、移輸入の説明要因となる。
このように CREIMは投入・産出構造を用いるこ
とによって部門間の相互依存を考慮しつつ、生産
（産出）、所得、支出の規模を決定する仕組みを有
している。ただし、CREIMはその構造上、（財）
電力中央研究所が開発した全国マクロモデルの予
測結果（服部他 ２００５）に大きく依存しており、単
体での自律した体系ではない点には留意が必要で
ある。
　したがって、国民経済の拡大は中国地域の移輸
出に影響を与え（中国地域の移輸出産業の生産拡
大）、それは消費や投資など他の需要項目とともに
中国地域の需要を構成する。その一方、中国地域
の各部門は利用可能な生産要素賦存（資本、労働、
土地など）という供給制約を考慮しながら、地域
内市場において需給の調整を数量調整によって行
い、その結果として地域の産出額および所得が決
定される。決定された粗付加価値額に応じて各部
門の資本需要が定まり、既存ストックとの調整と
して新たな投資が生み出される。それに加えて、
生成された所得によって追加的な消費が創出され、
新規投資とともに新たな需要を構成するという循
環構造がとられる。
　なお、地域間相互依存関係を考慮するためには
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３） RAS法は、投入係数の変化を中間財間の代替を示す
代替変化係数と中間投入率（中間財投入合計の産出額
に対する比率）の変化を示す加工度変化係数に分解し、
それぞれの変化方向を仮定して投入係数の変化を予測
する方法である。



地域間表を埋め込んだモデル開発が必要となるが、
１）現状では地域間表が公表されていないこと、
２）地域内表を埋め込んだモデルでも擬似的には
地域間相互依存を表現することが可能なこと、３）
モデル開発のために要する作業時間及び運用上の
容易さの３点を考慮して、地域内表を埋め込んだ
モデル開発を行うことにした。

２　データの解説
　CREIMの構築にあたり、その基本データとして
中国地域の部門別産出額と需要額が必要となる。
統計資料として『平成１２年地域内産業連関表』（経
済産業省）、および『県民経済計算年報』（内閣府）
が各年で入手可能であるが、『県民経済計算年報』

では ９３SNAに準拠した系列が１９９０年以降しか整
備されていない。（財）電力中央研究所では１９８０年
まで遡及推計する方法を開発し、県民経済計算
ベースの産出額を産業連関表の産業区分に適合す
る形式で推計・整備している４）。本稿ではこれを
利用する。
　モデルで使用される産業区分の一覧を示したも
のが表１である。『平成１２年中国地域内産業連関
表』を３２部門に組み直した上で、１９８０年から２００１
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図１　CREIMのフローチャート

４） 経済産業省４６部門分類を電力中央研究所分類と整合
する３３部門に統合し、そこから得られる各部門別の産
出額構成比率を用いて、県民経済計算の経済活動分類
における産出額を按分することによって、各年度の県
民経済計算ベースの３３部門別産出額を算定している。



年までの期間において『県民経済計算』データと
整合する資料を開発した。具体的な推計手順は以
下の通りである。
　まず、部門別産出額Xsについては、県民経済計
算に基づいて整備された部門別産出額に対して
２０００年（平成１２年）『地域内産業連関表』の産出額
を２０００年の『県民経済計算年報』による産出額で
割った比率を乗じて算出する。産業部門のうち、
「その他」部門と「再生資源回収・加工処理」部門
は（財）電力中央研究所の地域経済データベースに
収録されていないので、その他部門には「再生資
源回収・加工処理」を除いた他部門計のうちに占
める「その他」部門の比率を、「再生資源回収・加
工処理部門」には、他部門計に占める「再生資源
回収・加工処理」部門の比率をコンバータとして
利用し推計した。
　次に、部門別需要額 Xdは１）需要項目別に最
終需要額を推計し、２）それをコンバータによっ
て部門間に分配する、という方法で推計する。最
初の段階として、産業連関表ベースで評価した需
要項目別最終需要額については、２０００年（平成１２
年）『地域内産業連関表』における需要項目別需要
額に対する同年の『県民経済計算年報』に基づく
需要項目別需要額の比率を１９８０年以降の期間にお
いて（財）電力中央研究所が整備した県民経済計算
ベースの最終需要額に乗じる形で算出する。ただ
し、県民経済計算では家計外消費支出の項目が存
在しないため、２０００年時点での産業連関表の民間
消費支出に対する家計外消費支出の割合を計算し、
その割合を固定して各年の民間消費支出に乗じる

ことで推計した。
　このようにして推計された需要項目別需要額の
産業部門別への分解は、２０００年の地域内産業連関
表における各需要項目 Xのコンバータ（X/iX：i
は単位行列）を利用する。中間需要は２０００年産業
連関表の投入係数行列に対して推計された部門別
産出額を乗じることで計算され、部門別需要額は
この部門別中間需要額と部門別最終需要額の和と
して算出される。このようにして求めた部門別の
産出額（供給額）と需要額を用いることで、各部
門各年の需給比を計算することが可能となる。

３　推定結果
　以上で計測したデータを利用して、需給調整関
数（供給ブロック）および最終需要項目決定式
（最終需要ブロック）の推定を行った。

a）需給調整関数の推定結果
　３２部門別に３式を最小二乗法によって推定した
結果を表２に示す。推計期間は１９８１年から２００１年
の２１年間である。ただし、農林水産業の推計期間
は１９８５年以降、不動産業は１９９０年以降、食料品・
たばこは１９９５年以降としている。なお、建設業と
公務については、統計作成上の決まりによって常
に域内需要と等しいだけの生産が行われ、移輸出
と移輸入のどちらも存在しないことになっている。
したがって統計上の解釈に立つ限りは、生産者に
よる需給比の調整は起こり得ないはずであるが、
それは事後的に地域内需要と地域内生産が一致し
ていることを示すものであり、生産者の生産決定
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表１　モデルで利用される産業部門

部　門　名部　門　名部　門　名

運輸２３金属製品１２農林水産業１
通信・放送２４一般機械１３鉱業２
公務２５電気機械１４食料品・たばこ３
教育・研究２６輸送機械１５繊維製品４
医療・保健・社会保障２７精密機械１６製材・木製品・家具５
その他公共サービス２８その他製造業１７パルプ・紙・紙加工品６
対事業所サービス２９建設業１８化学製品７

対個人サービス３０電気・ガス・水道・
熱供給・廃棄物処理１９石油・石炭製品８

その他３１商業２０窯業・土石製品９
再生資源回収・加工処理３２金融・保険２１鉄鋼１０

不動産２２非鉄金属１１
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表２　需給調整関数のパラメータ推定結果

推定期間決定係数需要額　前期供給　定数項

１９８５－２００１０．９０９５０．００７４０．９７１７農林水産業 （０．０４６３）（０．０３３７）
１９８１－２００１０．４８３８０．００５９０．９９０８鉱業 （０．０１０３）（０．０１８７）
１９９５－２００１０．８２１００．２１５４０．７８５１食料品・たばこ （０．１１２６）（０．０９７０）
１９８１－２００１０．８７２７０．０３８７０．９５４６繊維製品 （０．１７１４）（０．１１１２）
１９８１－２００１０．６０５１０．２４１４０．７７４１木材・木製品 （０．１２１５）（０．１０２１）
１９８１－２００１０．９２０５０．７６９２０．２０９９パルプ・紙・紙加工品 （０．１７１７）（０．１７８５）
１９８１－２００１０．９８２４０．９５６３０．０５６４化学工業製品 （０．１０５６）（０．１０５５）
１９８１－２００１０．７２６４０．２１０５０．８００９石油・石炭製品 （０．０７７０）（０．０７００）
１９８１－２００１０．７３５３０．０２６３０．９６７３窯業・土石製品 （０．０８０２）（０．０７３０）
１９８１－２００１０．９５８００．９９７６０．０１３５鉄鋼製品 （０．１１０７）（０．１１０４）
１９８１－２００１０．９０６００．５４６１０．４８１５非鉄金属製品 （０．０７７２）（０．０７２５）
１９８１－２００１０．９６５８０．４０５４０．５７８３金属製品 （０．０６９７）（０．０７４８）
１９８１－２００１０．９１６８０．５９７９０．３６２２一般機械 （０．０７９０）（０．０８６０）
１９８１－２００１０．９６３３０．０９４１０．９３３６電気機械 （０．０４６１）（０．０７００）
１９８１－２００１０．９００４０．７２４２０．３４６１輸送機械 （０．１８２７）（０．１６７４）
１９８１－２００１０．９４５００．４４４２０．５２８７精密機械 （０．１２４０）（０．１４１９）
１９８１－２００１０．９１２００．１５８１０．８６５９その他製造業 （０．２４５２）（０．２２１３）
１９８１－２００１０．７３５６０．０７０１０．９３８５建設 （０．２４３３）（０．２０１２）
１９８１－２００１０．９８１４０．１５０３０．８５５０電気・ガス・水道業 （０．０６７８）（０．０７４７）
１９８１－２００１０．９５３６０．１４２４０．８８０１卸売・小売業 （０．２００３）（０．１８４８）
１９８１－２００１０．９６８１０．０６７１０．９６７２金融・保険業 （０．０５８４）（０．０６９０）
１９９１－２００１０．９８８８０．１３５３０．９９８５－３１３１６４．６不動産業 （０．２８２７）（０．１５１６）（４３４６１５．７）
１９８１－２００１０．９７３１０．１０８００．９０２６運輸 （０．０６１４）（０．０７０６）
１９８１－２００１０．９３５５０．３０６６０．６８６４通信 （０．０９７１）（０．１０９６）
１９８１－２００１０．９９４８０．５６７２０．４５５５公務 （０．１６５４）（０．１６７３）
１９８１－２００１０．９４７９０．５５６６０．４６９９教育・研究 （０．１８０６）（０．１７９８）
１９８１－２００１０．９８５６０．１７５００．８４６６医療・保健 （０．０９２５）（０．０９６４）
１９８１－２００１０．６４５９０．１２９７０．８９０７その他公共サービス （０．１１０５）（０．０９６３）
１９８１－２００１０．９６１９０．１４７３０．８５８３対事業所サービス （０．０７８６）（０．０８９４）
１９８１－２００１０．９４８６０．４０８８０．６０４０対個人サービス （０．１６９７）（０．１７３０）
１９８１－２００１０．９９８８０．８６９９０．１２９５その他 （０．０３７３）（０．０３８０）
１９８１－２００１０．９８５８０．５３０００．４８００再生資源回収・加工処理 （０．０９０９）（０．０９１５）

（注）１．下段括弧内は標準偏差である。
２．簡便性のため、推定では属性変数 zを考慮していない。
３．パラメータ制約は考慮していない。   



に際して、３式で導入した部分調整行動が起こる
と考えることは可能である。そこで推計ではこれ
ら２部門についても他部門と同様の方法をとるこ
とにした。
　生産物の需要が変化すると企業が予想するなら
ば、その予想に対して企業は生産能力を調整しな
ければならない。生産増強のためには求人や資本
設備購入の意思決定が必要であり、また意思決定
以後も実際に採用や購入のプロセスが必要となる。
そのため、予想に対する生産調整を直ちに進める
ことはできない。われわれが用いるモデルで得ら
れる調整速度とは、生産者が予想する需要量と過
去の生産実績とを比較し、その差を当期にどの程
度反映させるかを示している。その意味において、
調整速度の速い産業部門は、需要の変化に対して
弾力的に対応できる部門と解釈することができる。
　推定結果をみると、調整速度が速い部門は鉄鋼
（０．９９）、化学（０．９４）であり、遅い部門は不動産
業（０．００）、鉱業（０．０１）、農林水産業（０．０３）で
あることが分かる５）。中国地域は臨海型コンビ
ナートが集中している関係から製造業の生産基盤
が充実している。例えば、鉄鋼、化学といった重
厚長大型産業のみならず、一般機械、輸送機械な
ど加工組立型産業にも特化しており、需要に応じ
て生産調整を行いやすい特徴がある。これとは対
照的に、公共サービス部門や他地域で生産される
製品と容易に代替可能な部門（金融・保険）、ある
いは生産物に対する需要が地域内で発生する割合
が高い部門（卸売・小売、運輸、不動産、サービ
ス業など）はすべて調整速度が相対的に遅くなっ
ていることが分かる。

b）最終需要項目決定式の推定結果
　次に最終需要項目の推定を行う。家計外消費は、
時節に行われる贈答品の購入など、企業が行う最
終需要製品・サービスの購入を表す。企業の生産
活動に付随するものの、直接の中間投入ではない
家計外消費支出を地域内総生産の線形関数である
と想定して定式化する。
　民間最終消費は１人当たり消費に人口を乗じる
形で計算される。１人当たり消費に対する一人当

たり県民所得の回帰係数は、税など移転分控除前
の所得に対する短期の限界消費性向を意味し、可
処分所得の増分のうち消費へ回される割合を表す。
通常、所得が増えれば消費が増えるというのが各
個人の行動であり、プラスの係数が期待される。
それに加えて、前期の一人当たり消費額を習慣形
成効果として考慮し、個人が習慣により前期の消
費水準を今期に引き継ぐという効果から、この係
数もプラスであることが期待される。
　民間住宅投資は、住宅投資が投資行動であると
いうよりも、消費行動に準ずるものであるという
考えのもと、県民所得を説明変数として定式化さ
れる。さらに、持ち家比率が高いと思われる３０－
４０歳代世帯の動向も考慮するため、全世帯に占め
る３０－４０歳代世帯の割合も説明変数に加える。
　民間設備投資は、理論的には生産主体の利潤最
大化行動を通じて、最適な資本ストックが資本コ
ストで実質化された生産額の割合に資本係数の逆
数を乗じたものに等しくなる。資本ストックの増
分は設備投資額に該当するため、設備投資額は生
産額の変化に依存するという関係が成立し、それ
を定式化する。
　在庫投資は、家計外消費と同様に単純化のため、
経験的に当てはまりがよいとされる域内総生産で
説明する。
　移輸出の動向は、全国と海外需要の両要因に
よって決まるものとする。つまり、全国の需要要
因として鉱工業生産指数の全国値を、海外需要を
表す代理変数として世界貿易量の円換算値を利用
する。一方、移輸入は資本財や原材料ならば生産
者、消費財ならば消費者が購入するが、集計デー
タを用いる場合、移輸入を行う主体を厳密に区別
することは難しい。そこで移輸入関数の推定では、
当てはまりのよい関数として域内総生産を説明変
数として想定する。
　最後に、鉱工業生産指数は、域内需要要因とし
て域内需要合計を、域外需要要因として移輸出で
決定されるものとする。
　以上の想定の下、CREIMモデルを構成する需要
ブロックの推定結果と定義式は次に示す通りとな
る（推定式の下段のカッコ内は t値）。なお変数と
変数記号の対応は表３の通りである。
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５） 先述したように、建設業と公務は需給調整というよ
りはむしろ中間投入係数の調整と考えるべきであるた
め、解釈しない。



１）　家計外消費
　NHC ＝２３５９８８＋０．０２６５１９＊ GRP
　　　　（９．６６）　（２６．９５）
　推定期間：１９８１－２００１、   ＝０．９７３、
　標準誤差：１６１６９．６、D.W. ＝０．７５５

２）民間最終消費
　CP ＝ CPPOP*POP
　CPPOP ＝０．３５８７７６＋０．５３９７３６＊ CPPOP（－１）
　　　　　（３．１８）　（４．６８）
　　　　 ＋０．１８５６０４＊ YI/CPI/POP
　　　　　（４．０１）
　　　　－０．０１１８６９*INTN
　　　　　（－２．３９）
　推定期間：１９８１－１９９８、   ＝０．９８８、
　標準誤差：０．０１７４９７、D.W. ＝２．２４５

３）民間住宅投資
　IPH ＝－１８３５６４０＋０．０７１４７９＊ YI/CPI
        　（－２．１８）　（３．８６）
     　＋５１６１０２０＊ RHH３０４９
        　（２．７５）
     　－７０５８２．２＊ INTN
       　 （－２．０５）
　推定期間：１９８０－２００１、   ＝０．４００、
　標準誤差：１３１２５４、D.W. ＝１．２３９
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４）民間設備投資
　IPM ＝－３９３３３７０＋０．４４５９１７*GRP
         　（－６．６０）　（９．７４）
     　 －０．０７４８０４＊ KAL（－１）
       　  （－６．２０）
　推定期間：１９８１－２００１、   ＝０．９２５、
　標準誤差：１９４１４４、D.W.＝１．１１９

５）民間資本ストック
　KAL ＝ ZANZON ＊ KAL（－１）＋ IPM

６）在庫投資
　IZ ＝－８０６４７．６＋２７５２．５９*GRP
     　 （－２．４３）　（２．０４）
　推定期間：１９８０－２００１、   ＝０．１３０、
　標準誤差：２３７８２．８、D.W. ＝１．１５５

７）移輸出
　EX ＝－４１１２３１＋１９５５５６*IIP_N
  　 　 （－０．３７）　（１７．１６）
       ＋２．４１６７３＊ TWM ＊ EXR
    　　（２．２５）
　推定期間：１９８０－２００１、   ＝０．９３８、
　標準誤差：５８７２９２、D.W. ＝０．９９５

８）移輸入
　IM ＝７０２０３５０＋０．４９５９６２*GRP
  　　 （９．９９）　（１７．３４）
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表３　変数リスト（最終需要ブロック） 

変　数　名変数記号変　数　名変数記号

県民所得率（＝県民所得／名目 GDP）PRMYI家計外消費支出（実質）NHC
地域内最終需要DOMFD民間最終消費支出（実質）CP
民間資本ストック（実質）KAL人口１人当たり民間最終消費支出（実質）CPPOP
残存率（民間資本ストック）ZANZON政府消費支出（実質）CG
鉱工業生産指数IIP民間住宅投資（実質）IPH
鉱工業生産指数（全国）IIP_N民間設備投資（実質）IPM
企業物価指数（全国）CGPI公的固定資本形成（実質）IG
消費者物価指数CPI在庫投資（実質）IZ
外国為替レート（円／ドル）EXR移輸出（実質）EX
実質世界輸入（９０年価格、兆ドル）TWM移輸入（実質）IM
国内銀行貸出約定平均金利（％）INTN域内総生産（実質）GRP
３０～４９歳世帯比率（世帯主年齢）RHH３０４９域内総生産デフレーター（２０００年＝１００）PGRP
総人口（中国地域）POP県民所得YI



　推定期間：１９８０－２００１、   ＝０．９３５、
　標準誤差：５０３４２７、D.W. ＝０．８６１

９）鉱工業生産指数
　IIP ＝９．９１９７８＋０．０００００１７７５１２＊ （DOMFD ＋ EX）
  　　 （１．９２）　（１４．９９）
　推定期間：１９８０－２００１、   ＝０．９１４、
　標準誤差：３．１２８４５、D.W. ＝０．９１０

１０）県民所得
　YI ＝ PRMYI ＊ GRP ＊ PGRP

１１）地域内需要
　DOMFD ＝ NHC ＋ CP ＋ CG ＋ IPH ＋ IPM ＋ IG ＋ IZ

４　モデルのテスト結果
　以上の推計を経てモデルを構築するとき、モデ
ルがどの程度うまく現実の経済変動を追跡するこ
とができるかをテストする必要がある。モデルの
計測期間において、モデルの説明力をテストする
場合を内挿テスト、将来期間におけるシミュレー
ションは外挿テストと呼ばれ、これらのテストで
は全て１）モデルの解が誤差を持っているか、２）
その誤差がモデルの運用に伴って傾向的に増加す
るかどうか、の２点がチェックされる。
　本節ではこのうち内挿テストを行う。内挿テス
トにはパーシャルテストとトータルテスト、ファ
イナルテストの３つがある。これらの違いは、各
方程式の説明変数および先決内生変数に実績値を
用いるかあるいは計算値を用いるかという計算方
法の違いにある。パーシャルテストは各方程式の
説明変数に全ての実績値を代入して従属変数の計
算値をもとめ、それを実績値と比較するテストで
ある。トータルテストは説明変数のうち外生変数
と先決内生変数には実績値を、内生変数には計算
値を代入するテストであり、モデル内の因果関係
を通じてモデル全体のパフォーマンスを見るもの
として位置づけられる。これらに対してファイナ
ルテストは外生変数および先決内生変数の初期値
以外の全ての説明変数に計算値を代入してモデル
を解くテストである。モデルの平均的説明力に加
え、モデルが持つ誤差累積構造を検証することが
可能になるため、モデルのテストとしては最も厳
しい条件で行われる。いずれにしても、パーシャ
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ルおよびトータルテストは、ファイナルテストを
行う前の補助的なテストであるため、ここでは
ファイナルテストを行った結果を述べる。
　CREIMが出力する生産額、最終需要など主要な
変数についてファイナルテストを行った結果を表
４に示す。総生産額に関するテスト結果を平均絶
対誤差率でみると、鉄鋼製品の１２．４３％、化学工業
製品で１１．０９％と比較的高いものの、産業計では
１．７４％に収まっていることが分かる。最終需要部
門における誤差率でも民間住宅投資が６．７％である
ことを除けば、おおむね低位であり、県内総生産
は１．７０％で抑えられている。特定産業を除く各項
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表４　主要変数のファイナルテストの結果

誤差率 最終需要ほか誤差率生　産　額

０．３０％家計外消費支出０．０１％農林水産業
１．６６％民間最終消費０．０３％鉱業
６．７０％民間住宅投資０．２１％食料品・たばこ
０．４６％民間設備投資０．００％繊維製品
３．２７％在庫投資０．３５％木材・木製品
０．００％移出４．７８％パルプ・紙・紙加工品
０．６７％移入１１．０９％化学工業製品
０．８１％鉱工業生産指数１．０２％石油・石炭製品
０．６２％県民所得０．０５％窯業・土石製品
１．７０％県内総生産１２．４３％鉄鋼製品

４．７０％非鉄金属製品
１．１２％金属製品
０．７８％一般機械
０．１２％電気機械
３．４５％輸送機械
０．８８％精密機械
０．３７％その他製造業
０．１９％建設
１．３８％電気・ガス・水道業
０．０４％卸売・小売業
０．１９％金融・保険業
０．２２％不動産業
０．２４％運輸
０．３４％通信
０．１０％公務
３．３２％教育・研究
０．１２％医療・保健
０．０４％その他公共サービス
０．３７％対事業所サービス
０．７７％対個人サービス
５．６８％その他
４．９０％再生資源回収・加工処理
１．７４％産業計

（注）誤差率は平均絶対誤差率である。



目の誤差率はおおむね満足すべき範囲に収まって
おり、本モデルが平均的には実績を追跡しうるモ
デルであると判断される。そこで、誤差率が１０％
以上となる鉄鋼製品と化学工業製品については、
誤差率が時系列方向に拡大傾向であるかどうかを
チェックした。図２はテスト期間中の誤差の発生
を各年推移で示したものである。図に見るように、
いずれの産業においても産出額の誤差率は各時点
で比較的大きいものの、その誤差の発生に傾向的
拡大は見受けられない。推計誤差の拡大傾向がな
いことが確認されたので、本モデルでは十分予測
目的で利用可能であると判断される。
　次に、このファイナルテスト結果を通常の地域
マクロ計量経済モデルと比較した。ただし、中国
地域を対象とする地域マクロ計量経済モデルに関
する先行研究が見当たらないことから、中国電力
（株）エネルギア総合研究所が作成した中国地域計

量経済モデルのファイナルテスト結果と比較する
（図３）。CREIMでは最終需要部門における平均絶
対誤差率は民間住宅投資で最大の６．７０％となるが、
その他は概ね小さい値であり、域内総支出の誤差
率は１．７０％にとどまっている。一方、通常のマク
ロモデルの誤差率は民間設備投資で最大の３．５４％
となり、域内総支出の誤差率は２．３４％となる。な
お、対象地域とモデル構造が異なる事例ではある
が大阪府を対象とした中澤（２０００）の地域マクロ
計量経済モデルにおいては、域内総支出の誤差率
３．１９％、民間設備投資の誤差率７．１８％となってい
る。構造や対象地域が異なるモデル同士を比較す
ることの意味についての議論はあるが、これらの
比較から見る限り CREIMの精度は概ね問題のな
い範囲内にあると考えられる。
　モデルテストの最後に、乗数シミュレーション
を試みた。ここでも、CREIMと通常の中国地域マ
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図２　化学と鉄鋼業にみる誤差の発生（平均絶対誤差率：％）

図３　誤差率の比較
（注）値は平均絶対誤差率である。



クロ計量経済モデルについて比較を行った（図４）。
具体的には政策変数の一つである公的固定資本形
成が、標準ケースよりも実質域内総支出の１％相
当分だけ拡大した場合の、域内総支出や各最終需
要項目に及ぼす影響を、標準ケースに対する乖離
率（％）で示している（いずれも実質ベース）。
　これによると、まず CREIMでは民間最終消費
を０．０６％、民間住宅投資を０．２８％、民間設備投資
を０．６９％、移輸入を０．１５％、域内総支出を１．０４％
それぞれ押し上げるという結果となった。地域ブ
ロック単位の経済では域内総支出に占める財・
サービスの移輸入の割合が大きいことから、その
分需要の域外への漏出の割合が大きく乗数は全国
ベースよりも小さめになると考えられる。CREIM
における公共投資の乗数はおよそ１．０である。
　次に、通常の中国地域マクロ計量経済モデルで
は、民間最終消費を０．１７％、民間住宅投資を０．３５％、
民間設備投資を０．６０％、移輸入を０．５６％、域内総
支出を０．７７％とそれぞれ押し上げる結果が得られ
ている。通常のマクロ計量経済モデルにおいては
移輸入への影響が CREIMに比べて弾力的である
ことから、域内総支出への効果がその分押し下げ
られ、公共投資乗数が１を下回っている。一方、
民間最終消費、民間住宅投資、民間設備投資など
主要な需要項目への影響については、大きな差異
は見られない。このように、経済的インパクトに
対し CREIMは総じて正常に反応していると考え
られる。

　５ ．モデルによる展望

　以上の結果を踏まえて、CREIMによる２０３０年
までの中国地域のマクロ経済の展望を行うため、
想定される標準的な成長シナリオ（ベースケース）
によるシミュレーションを行った。

１　前提条件
　ベースケースの前提条件（外生変数の設定）に
ついて、人口・世帯数は山野・櫻井（２００４）によ
る予測結果を、その他の外生変数については服部
他（２００５）「２０３０年までの経済・エネルギー展望
――財政再建時代の成長シナリオ――」による全
国展望結果を用いる。
　まず、人口・世帯数については国立社会保障・
人口問題研究所の都道府県別将来推計値が公表さ
れている。しかし、同推計は人口推計の前提とな
る合計特殊出生率（Total Fertility Rate）の設定に
おいてやや楽観的と考えられるため、地域の将来
を見通す本稿の趣旨に鑑み、より現実的（低位）
な設定に基づく山野・櫻井（２００４）を採用するほ
うが妥当と判断した。
　その他の前提値については、マクロ経済・財
政・貿易・産業・エネルギーの各方面から多角的
な検討が加えられ、また各予測モデルの連携によ
り予測数値間の整合性についても十分考慮された
総合的な将来予測として服部他（２００５）の結果を
用いることとした。モデルを用いた予測結果であ
ることから、必要な系列の将来予測値が毎年につ
いて漏れなく利用可能である点も CREIMの前提
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図４　乗数テスト結果の比較
（公的固定資本形成（実質）が１％増加した場合の押し上げ効果（率））

（注）値はいずれも、標準ケースの予測値に対する比較ケース予測値の増加率（％）を表す。



値として利用する際には重要である。
　採用した前提値は、具体的には以下の通りであ
る（表５）。

a）人口および世帯数
　山野・櫻井（２００４）による人口と世帯数の予測
結果によると、中国地域の総人口は少子高齢化の
進展による自然減に加え、若年層を中心とする社
会純減が続くことなどから、人口規模は２０００年の
７７３万人から２０３０年の６３３万人へと３０年間で１４０万
人減少する。中国地域の世帯数も、核家族化の進
展が続くものの少子化の影響から、２０００年の２８２万
世帯から２０３０年の２５７万世帯へと３０年間で２５万世
帯減少する。住宅取得数に影響を及ぼす世帯主年
齢３０～４９歳世帯数は予測期間前半に団塊ジュニア
世代による押し上げ効果が見られるものの、全体
としては少子化の影響で減少することが想定される。

b）政府最終消費支出
　高齢者化の進展が予想される中で国や地方公共
団体では医療費等の支出の継続的な増加が見込ま
れる半面、財政逼迫を背景に予測期間中は概ね支
出抑制基調を崩さないものと考えられる。とりわ
け国・地方公共団体ともに公務員数の削減により
人件費の抑制が図られることなどから、政府消費

支出は予測期間中には頭打ちとなることが予想さ
れる。服部他（２００５）では、実質政府最終消費
（全国）は２０００～２０３０年の年率平均で－０．１６％と
わずかながら減少すると予測しており、概ね妥当
な値と判断した。中国地域も同様と仮定し、同予
測値を CREIMの前提値として採用した。

c）公的固定資本形成
　国・地方公共団体ともに財政再建に向けて今後
も引き続き公共投資の抑制や選別化の姿勢を維持
すると予想される。ただし、社会資本の維持・整
備の必要性から予測期間半ばから終わりにかけて
は緩やかな増加傾向で推移するものと考えられる。
同様の考え方により、服部他（２００５）では、２０００
～２０３０年の実質公的固定資本形成（全国）の平均
伸び率をほぼ横ばいの－０．０１％と予測しており、
概ね妥当な値とみた。中国地域も同様と仮定し、
前提値として採用した。

d）鉱工業生産指数
　予測期間中では生産拠点の海外移転の流れが継
続し海外生産比率が一層高まるものとみられる半
面、アジアや新興国の成長等を背景に外需（輸出）
の堅調な伸びが予想されることなどから、鉱工業
生産は総じて緩やかな拡大傾向で推移するものと
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表５　主な前提条件（中国地域）

００～３０
（年率）

２０～３０
（年率）

１０～２０
（年率）

００～１０
（年率）２０３０年２０２０年２０１０年２０００年

（実績）

－０．１６％－０．６１％－０．８２％０．９６％５，０６４５，３８１５，８４３５，３１２実質政府最終消費支出（１０億円）
－０．０１％－０．０１％０．４６％－０．４８％２，６９５２，６９８２，５７７２，７０４実質公的固定資本形成（１０億円）
１．４８％１．７０％２．２３％０．５１％１５５．３１３１．２１０５．２１００．０GDPデフレーター
１．１３％１．２５％１．７７％０．３７％１３９．９１２３．５１０３．７９９．９鉱工業生産指数（全国）
１．９１％２．１９％２．７０％０．８４％１７６．０１４１．７１０８．６９９．９消費者物価指数（全国）
－０．３３％０．７７％０．５１％－２．２５％１００．０９２．６８７．９１１０．５為替レート（円／ドル）
４．３３％３．９６％４．５７％４．４６％２３，８６４１６，１７８１０，３４５６，６８５実質世界輸入（９０年価格、兆ドル）
２．１１％－０．４１％３．００％３．７９％３．８４．０３．０２．０国内銀行約定平均金利（％）
－０．６６％－１．０６％－０．６９％－０．２３％６３３７０５７５５７７３総人口（中国地域）（万人）
－１．０５％－１．０９％－１．３１％－０．７５％３６４４０６４６４５００　１５－６４歳人口（万人）
０．８３％－０．５９％１．２３％１．８７％２０４２１６１９１１５９　６５歳以上人口（万人）
－０．３９％－０．０２％－０．６２％－０．５２％５７．６５７．７６１．４６４．７　１５－６４歳人口比率（％）
１．５１％０．４７％１．９４％２．１１％３２．２３０．７２５．３２０．６　６５歳以上人口比率（％）
－０．３２％－０．８６％－０．４３％０．３３％２５７２８０２９２２８２総世帯数（中国地域）（万世帯）
－１．０５％－２．３８％－０．７０％－０．０４％５９７５８０８１　３０－４９歳世帯数（万世帯）

（注）デフレーター、鉱工業生産指数、消費者物価指数はいずれも２０００年＝１００。



考えられる。とりわけIT関連機器を中心とする電
気機械関連の製造業では比較的高い伸びが期待さ
れる。服部他（２００５）では、全国の鉱工業生産指
数（総合）は、２０００～２０３０年平均で年率１．１３％の
伸びを予測しており、緩やかながら堅調な伸びと
いう上の想定に合致する。

e）GDPデフレーターおよび消費者物価
　労働力供給の逼迫化に伴う賃金の上昇や内需の
緩やかな拡大を背景に、予測期間中の物価上昇率
は１９９０年代を超過することが見込まれる。このた
め需要項目別デフレーター全体の総合指数である
GDPデフレーターは、２０００～２０３０年の年率平均
１．４８％の伸び率を予測している服部他（２００５）の
結果を採用することが概ね妥当と判断する。消費
者物価指数も同様の見方から２０００～２０３０年の年率
平均１．９１％の伸び率とする服部他（２００５）の予測
結果を採用して問題ないと考える。

f）為替レート
　２０００～２０３０年のわが国の内需は緩やかな拡大が
続くと予想されるが、その伸び率は必ずしも高く
ない。このため、輸出の伸び率が輸入のそれを上
回り、貿易収支黒字が拡大することが見込まれる。
一方、わが国の対外資産の増大に伴い所得収支の
黒字幅も拡大しよう。この結果、予測期間を通じ
て経常収支の黒字幅拡大が予想される。服部他
（２００５）では、為替レートは２０００年時点に比べ
２０３０年には約１０円／ドル程度円高ドル安になると

想定されており、本稿の先行きシナリオとも整合
的な想定と考える。

g）実質世界輸入
　世界経済はグローバル化の進展などを背景に引
き続き堅調な拡大を続ける。OECD諸国では緩や
かな成長にとどまるが、中国、インドなどを中心
に非 OECD諸国全体では引き続き急速な成長が見
込まれ、これに伴い世界貿易も順調に拡大する。
服部他（２００５）では、実質世界輸入は２０００～２０３０
年において年率平均４．３３％で拡大することが想定
されており、これは概ね妥当な値とみた。

h）国内銀行貸出約定平均金利
　設備投資を含むわが国経済の順調な拡大や金融
政策の正常化（量的金融緩和の解除、金利正常化
など）などを背景に、国内銀行貸出約定平均金利
も予測期間中には現在の水準より高まることが見
込まれる。服部他（２００５）では、２０００～２０３０年の
間に約１．８ポイント上昇して２０３０年には約３．８％に
なるものと想定している。これは、本稿の予測全
対のシナリオとも整合的であり、前提値として採
用した。

２　展望結果
　この前提条件の下で、基準ケースとして中国地
域の経済展望を行った結果、マクロ経済と産業構
造でそれぞれ次の結果が得られた（表６、７、８、
図５）。
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表６　主な需要項目等のシミュレーション結果
（中国地域の予測結果）　　　　　（参考値：全国）

００～３０
（年率）

２０～３０
（年率）

１０～２０
（年率）

００～１０
（年率）

寄与率
１０～３０

００～３０
（年率）

２０～３０
（年率）

１０～２０
（年率）

００～１０
（年率）

２０３０年２０２０年２０１０年２０００年
（実績推定値）

０．９４％０．８％１．３％０．８％１００．０％０．９３％０．９９％１．０７％０．７２％３９，２０４３５，５０９３１，９３５２９，７３４実質域内総生産（１０億円）
０．７０％０．５％１．１％０．６％７．３％０．１４％０．１１％－０．０６％０．３８％１６，５７５１６，３９１１６，４９０１５，８８４　実質民間最終消費支出（１０億円）
－０．１２％－１．３％０．６％０．４％－１．８％－０．５２％－０．６２％－０．０５％－０．９０％１，００６１，０７１１，０７６１，１７８　実質民間住宅投資（１０億円）
２．０６％１．８％３．４％１．０％１５．３％１．０３％１．３７％１．３０％０．４３％５，４５４４，７６０４，１８２４，００７　実質民間設備投資（１０億円）
１．９８％２．１％１．９％２．０％－１．６６％１．７６％２．１２％１．１０％３３，３９９２８，０６４２２，７６２２０，３９５　実質財・サービスの移輸出（１０億円）
１．５５％１．４％２．２％１．１％－０．８０％０．９０％０．８５％０．６４％２６，３９０２４，１３９２２，１７４２０，８０４　実質財・サービスの移輸入（１０億円）
－－－－７８．３％－－－－７，００９３，９２５５８８－４０９　実質財・サービスの純移輸出（１０億円）
１．３７％１．５％１．７％０．８％－１．６０％２．０８％１．７７％０．９５％６．１９２５．０４０４．２２８３．８４５人口一人当たり域内総生産（百万円）
１．１２％－－－－０．８１％１．１９％０．６４％０．６１％２．６１８２．３２６２．１８３２．０５４人口一人当たり個人消費（百万円）
－－－－－２．５０％２．８９％３．３５％１．２９％４６，０７１３４，６６０２４，９４０２１，９３３県民所得（１０億円）
１．１９％－－－－０．５７％０．９４％０．９６％－０．１８％１１８．９１０８．３９８．３１００．２鉱工業生産指数（指数）

（注）１．参考値は服部他（２００５）「２０３０年までの経済・エネルギー展望」の展望結果である。
　 　２．寄与率は２０１０～２０３０年の実質経済成長に対する寄与率。２０００年の純移出が負値のため２０１０年を基準とした。



a）　マクロ経済
①　民間最終消費支出
　予測期間における人口一人当たり民間最終消費
支出の伸び率は１９９０年代の年率１．４％を若干下回
るものの、２０００～２０３０年において年率平均で
０．８１％の伸び率を維持する。ただし、中国地域の
人口規模が予測期間を通して平均年率０．７％で減少
することから、中国地域における民間最終消費支
出の総額は、２０００～２０３０年平均で年率０．１４％の伸
び率となり、緩やかな増加が予想される。
②　民間住宅投資
　予測期間の前半には団塊ジュニア世代が住宅取
得年代になることなどから、民間住宅投資は横ば
いないし微増傾向で推移する。しかし、予測期間
後半には団塊ジュニア世代の押し上げ効果が剥落
して、少子化に伴う世帯数の減少傾向が顕著にな
ることから伸び率はマイナスに転じる。中国地域
の民間住宅投資は、２０００～２０３０年では年率平均で
－０．５２％の伸び率となり、わずかながら減少する
ことが予想される。
③　民間設備投資
　輸出や国内需要の堅調な伸びを背景に域内の生
産活動は増勢を維持することから、予測期間にお
ける中国地域の民間設備投資は１９９０年代のマイナ
ス成長からプラス成長に転じ、年率平均で１．０３％
の伸び率で推移する。
④　財・サービスの純移輸出
　中国地域における域内需要と生産拡大を背景に、
財・サービスの移輸入は２０００～２０３０年平均で年率
０．８０％と１９９０年代における年率平均０．２％を超過
する伸び率で拡大する。しかし、財・サービスの
移輸出は、国内経済の堅調さに加え、世界貿易量
が拡大することもあって、同じ期間に移輸入を上
回る年率１．６６％で増加することから、財・サービ
スの純移輸出（移輸出－移輸入）は拡大し、中国
地域の域内総生産の成長にプラスに寄与する。
⑤　鉱工業生産指数
　アジアをはじめとする海外経済の拡大を背景に
外需が堅調に増加することや国内需要の緩やかな
伸びに支えられて、中国地域の鉱工業生産は２０００
～２０３０年平均で年率０．５７％と緩やかながら１９９０年
代平均の年率０．１％を上回る伸び率となる。
⑥　域内総生産
　予測期間中、公需の貢献は期待できないものの

民間設備投資、民間最終消費支出、とりわけ純移
輸出（域外需要）が大きくプラスに寄与すること
などにより、中国地域の域内総生産（GRP）は
２０００～２０３０年平均で年率０．９３％の伸び率で緩やか
な成長を続ける。この間、中国地域の人口は年率
平均０．７％で減少するため、生活水準の目安となる
人口一人当たりの域内総生産は年率１．６０％で着実
に増加することが予想される。

b）産業構造
①　産業別産出額の動向
　中国地域の産出額（全部門計）は、２０００～２０３０
年の期間において年率平均１．２７％で堅調に増加す
る（表７）。第一次産業では年率－２．８６％と減少す
るものの、第二次産業では年率１．３７％、第三次産
業でも年率１．２４％で増加する。経済のサービス化
が進展するなかでも、中国地域ではこの先も第二
次産業の成長が第三次産業とともに経済を牽引す
る様子がうかがえる。人口減少が全国平均以上に
進む中国地域では、域内需要よりも他地域（国内）
や海外の需要の拡大に依存する製造業がこれまで
同様に産業の中核を占めることになる。一方、経
済のサービス化の進展にもかかわらず、人口規模
に規定されやすい第三次産業の伸びは第二次産業
並みにとどまることが特徴的である。
　第二次産業では、製造業が２０００～２０３０年平均伸
び率１．７２％で拡大するのに対し、建設は公共工事
の減少などから年率－０．９７％で縮小する。製造業
の内訳を見ると、電子部品・デバイス等を含む電
気機械が年率２．６７％と全３２部門中最高の伸び率と
なる。主力の輸送用機械（年率２．１７％）、化学製品
（同２．０６％）、鉄鋼製品（同２．１１％）などは全部門
平均を上回る伸び率で予測期間中も地域経済を牽
引する。
　第三次産業では、不動産（同２．６０％）、金融･保
険業（同２．２１％）が高い伸びとなるものの、人口
減少の影響から通信（同０．６２％）、対個人サービ
ス（同０．６０％）、医療･保健（同０．４５％）が伸び悩
むほか、少子化の影響などから教育・研究（同
０．８２％）が全産業を下回る伸びにとどまる。
②　産業構造の変化
　産出額ベースの産業別シェアから産業構造の変
化を見ると、２０００年から２０３０年の間に第一次産業
が１．５３％から０．４４％へと１．０９％ポイントシェアを
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減らしている半面、第二次産業が４７．４５％から
４８．８８％へ１．４３％ポイント増加する。第三次産業
は５１．０２％から５０．６８％へ０．３４％ポイントほどわず
かに低下しているものの、顕著な変化は観察され
ない（表８）。

　第二次産業の中でも製造業は、３８．８４％から
４４．４５％へと約５．６２％ポイント増加する半面、建
設は８．４３％から４．３１％へと４．１１％ポイントも減少
する。製造業の中では、電気機械（同期間＋
２．２４％ポイント）、輸送用機械（＋１．６８％ポイン
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表７　産業別産出額のシミュレーション結果（単位：１０億円）

００～３０
（年率）

２０～３０
（年率）

１０～２０
（年率）

００～１０
（年率）２０３０年２０２０年２０１０年２０００年

（実績推定値）

１．２７％１．４０％１．３０％１．１０％８０，８７３７０，３７０６１，８５９５５，４３３総産出額

－２．８６％－２．５８％－２．８２％－３．１７％３５４４６０６１３８４６第一次産業
－２．８６％－２．５８％－２．８２％－３．１７％３５４４６０６１３８４６　農林水産業

１．３７％１．７４％１．６５％０．７２％３９，５３１３３，２７９２８，２６１２６，３０５第二次産業
－０．４２％－０．０６％－０．２５％－０．９５％９３９４９６１０６　鉱業
１．７２％１．９１％１．９７％１．２９％３５，９５１２９，７４９２４，４８２２１，５２８　製造業
０．９５％１．２２％０．９３％０．６９％３，０７０２，７２１２，４８１２，３１５　　食料品・たばこ
－２．０８％－０．３６％－２．２５％－３．６１％３４７３６０４５２６５３　　繊維製品
０．８９％２．０９％１．５５％－０．９５％７２９５９３５０８５５９　　木材・木製品
１．５８％１．９５％２．０９％０．７２％８４４６９６５６６５２６　　パルプ・紙・紙加工品
２．０６％１．９６％２．３６％１．８５％４，７６０３，９２０３，１０５２，５８４　　化学工業製品
１．４６％１．７６％１．４７％１．１４％３，０５５２，５６５２，２１６１，９７９　　石油・石炭製品
－２．３２％－１．４３％－２．４７％－３．０５％２９２３３７４３２５８９　　窯業・土石製品
２．１１％２．０９％２．５１％１．７４％５，３５１４，３５１３，３９６２，８５８　　鉄鋼製品
２．４１％２．３９％２．６８％２．１７％６５６５１８３９８３２１　　非鉄金属製品
１．２１％１．７８％１．５５％０．２９％９３６７８４６７２６５３　　金属製品
１．７８％１．９４％２．１７％１．２５％２，６４３２，１８２１，７６０１，５５５　　一般機械
２．６７％２．２４％２．６６％３．１０％５，３６０４，２９６３，３０４２，４３４　　電気機械
２．１７％２．１０％２．３７％２．０３％５，８２０４，７２７３，７３９３，０５８　　輸送機械
１．１８％１．５２％１．５４％０．４８％１４８１２７１０９１０４　　精密機械
１．２４％２．１２％１．５９％０．０３％１，９３９１，５７３１，３４３１，３３９　　その他製造業
－０．９７％０．１５％－０．６９％－２．３５％３，４８７３，４３６３，６８２４，６７１　建設

１．２４％１．１３％１．０５％１．５５％４０，９８８３６，６３１３２，９８６２８，２８２第三次産業
１．０９％１．０９％０．９６％１．２２％２，３３１２，０９１１，９００１，６８３　電気・ガス・水道業
１．２０％１．７７％１．２８％０．５４％６，６１３５，５４６４，８８２４，６２６　卸売・小売業
２．２１％１．４８％１．７４％３．４１％３，７０５３，２００２，６９３１，９２５　金融・保険業
２．６０％２．１５％２．４９％３．１８％６，６２１５，３５４４，１８８３，０６２　不動産業
１．３６％１．３８％１．２０％１．５０％４，１２６３，５９９３，１９３２，７５２　運輸
０．６２％０．８２％０．５９％０．４７％９４８８７４８２４７８６　通信
０．０４％－０．５６％－０．５９％１．２８％１，８１７１，９２１２，０３９１，７９６　公務
０．８２％０．６９％０．５４％１．２１％２，４３８２，２７５２，１５６１，９１１　教育・研究
０．４５％－０．３５％０．１４％１．５６％３，４３６３，５５８３，５０９３，００５　医療・保健
１．３２％０．２１％０．７０％３．０６％９６７９４７８８３６５３　その他公共サービス
１．０８％１．０６％０．９３％１．２５％３，７８５３，４０５３，１０３２，７４０　対事業所サービス
０．６０％０．６５％０．４６％０．６９％３，３２２３，１１２２，９７４２，７７６　対個人サービス
１．２８％１．４４％１．３０％１．１１％４７４４１１３６１３２４　その他
１．６８％１．８２％１．８６％１．３６％４０４３３７２８０２４５　再生資源回収・加工処理



ト）が大きくシェアを伸ばしている。
　第三次産業では不動産業（＋２．６６％ポイント）、
金融・保険業（＋１．１１％ポイント）がシェアを伸
ばしているものの、通信（－０．２５％ポイント）、対
個人サービス（－０．９０％ポイント）、医療･保健

（－１．１７％ポイント）、教育・研究（－０．４３％ポイ
ント）などがシェアを減らしている。
　中国地域の経済を牽引する産業は、電気機械
（２０００～２０３０年年率平均成長率２．６７％、２０００年の
生産額シェア４．３９％）をはじめとして、不動産業
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表８　産業別産出額の割合

００～３０年の変化幅
（％ポイント）２０３０年２０２０年２０１０年２０００年

（実績推定値）

－１００．０％１００．０％１００．０％１００．０％総産出額

－１．０９％０．４４％０．６５％０．９９％１．５３％第一次産業
－１．０９％０．４４％０．６５％０．９９％１．５３％　農林水産業

１．４３％４８．８８％４７．２９％４５．６９％４７．４５％第二次産業
－０．０８％０．１２％０．１３％０．１６％０．１９％　鉱業
５．６２％４４．４５％４２．２７％３９．５８％３８．８４％　製造業
－０．３８％３．８０％３．８７％４．０１％４．１８％　　食料品・たばこ
－０．７５％０．４３％０．５１％０．７３％１．１８％　　繊維製品
－０．１１％０．９０％０．８４％０．８２％１．０１％　　木材・木製品
０．０９％１．０４％０．９９％０．９１％０．９５％　　パルプ・紙・紙加工品
１．２３％５．８９％５．５７％５．０２％４．６６％　　化学工業製品
０．２１％３．７８％３．６４％３．５８％３．５７％　　石油・石炭製品
－０．７０％０．３６％０．４８％０．７０％１．０６％　　窯業・土石製品
１．４６％６．６２％６．１８％５．４９％５．１５％　　鉄鋼製品
０．２３％０．８１％０．７４％０．６４％０．５８％　　非鉄金属製品
－０．０２％１．１６％１．１１％１．０９％１．１８％　　金属製品
０．４６％３．２７％３．１０％２．８５％２．８０％　　一般機械
２．２４％６．６３％６．１０％５．３４％４．３９％　　電気機械
１．６８％７．２０％６．７２％６．０４％５．５２％　　輸送機械
０．００％０．１８％０．１８％０．１８％０．１９％　　精密機械
－０．０２％２．４０％２．２３％２．１７％２．４２％　　その他製造業
－４．１１％４．３１％４．８８％５．９５％８．４３％　建設

－０．３４％５０．６８％５２．０５％５３．３２％５１．０２％第三次産業
－０．１５％２．８８％２．９７％３．０７％３．０４％　電気・ガス・水道業
－０．１７％８．１８％７．８８％７．８９％８．３５％　卸売・小売業
１．１１％４．５８％４．５５％４．３５％３．４７％　金融・保険業
２．６６％８．１９％７．６１％６．７７％５．５２％　不動産業
０．１４％５．１０％５．１１％５．１６％４．９６％　運輸
－０．２５％１．１７％１．２４％１．３３％１．４２％　通信
－０．９９％２．２５％２．７３％３．３０％３．２４％　公務
－０．４３％３．０１％３．２３％３．４８％３．４５％　教育・研究
－１．１７％４．２５％５．０６％５．６７％５．４２％　医療・保健
０．０２％１．２０％１．３５％１．４３％１．１８％　その他公共サービス
－０．２６％４．６８％４．８４％５．０２％４．９４％　対事業所サービス
－０．９０％４．１１％４．４２％４．８１％５．０１％　対個人サービス
０．００％０．５９％０．５８％０．５８％０．５８％　その他
０．０６％０．５０％０．４８％０．４５％０．４４％　再生資源回収・加工処理



（同２．６０％、５．５２％）、金融・保険業（同２．２１％、
３．４７％）、輸送機械（２．１７％、５．５２％）、化学工業
製 品（２．０６％、４．６６％）、石 油・石 炭 製 品
（１．４６％、３．５７％）、鉄鋼製品（２．１１％、５．１５％）、
運輸（１．３６％、４．９６％）である（図５）。いずれ
の産業も全産業の年平均成長率１．２７％を超過して
いる。リーディング産業には、第三次産業もいく
つか含まれるものの、予測期間中も従来の主力産
業である製造業、とりわけ電気機械、輸送用機械、
化学、鉄鋼の重要性は衰えない。

３　展望結果のまとめ
　以上のシミュレーション結果から人口減少、少
子高齢化、財政逼迫といった制約条件のなかで、
２０００～２０３０年の中国地域経済は１９８０年代までのよ
うな高成長率は望めないものの、１９９０年代以降の
停滞期を脱し、緩やかな成長を維持することが明
らかとなった。中国地域は人口減少に伴って労働
供給面での制約を受けることから域内総生産（粗
付加価値）は実質０．９３％程度の成長にとどまる。
ただし、これを人口一人当たりで見ると１．６０％程
度の伸びを引き続き維持する。
　需要面では、人口減少に伴い民間消費や民間住
宅投資が低迷し、公的需要も伸びないなかで、純
移輸出（移輸出－移輸入）と民間設備投資が経済
成長に大きく寄与する。大都市圏に比べ厳しい人

口減少という条件を持つ中国地域では高齢者対応
のビジネスにおいて一定の期待が持てるものの、
予測期間中は高齢者人口の伸び率そのものが低下
しており、こうした新産業が経済を牽引する力に
は一定の限界がある。さらに、ソフト開発などに
代表される対事業所サービスなどの第三次産業も
東京一極集中の傾向から地方ではその発展は限定
的である。
　人口規模の影響を受けやすい対個人サービス産
業などの第三次産業に比べて、国内他地域や海外
市場とのつながりが強い製造業は、少なくとも需
要面では人口減少などの制約を受けにくく、予測
期間を通じて引き続き地域経済の牽引役であり続
ける。輸送用機械における生産拠点の海外移転や
鉄鋼、化学におけるアジア諸国との競合など逆風
も予想されるが、アジアへの近接性や蓄積された
技術力を生かし高付加価値の製品を中心に中国地
域の製造業が海外市場に活路を見出すことも可能
であろう。

　６ ．おわりに

　本稿では、わが国の中国地域を対象として地域
産業の需給調整行動を導入した地域計量経済・産
業連関モデルを開発した。さらに、同モデルを用
いることによって中国地域経済の２０３０年展望を行
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図５　中国地域を牽引する産業



い、その予測結果を明らかにした。本稿で開発し
たモデルは、将来の地域における産業連関構造を
予測しうるという点で、他の計量モデルにはない
メリットを持っており、１）評価の核となる地域
内産業連関構造の変化を表現することが可能であ
り、２）その変化が需給調整という経済的メカニ
ズムにしたがって計算されるという２点において、
これまでの評価方法よりも有効かつ詳細な結果を
提供することができる。
　CREIM による将来予測では、中国地域は、
２０３０年にかけて低成長経済に移行し、成長率がほ
ぼ全国並みになることが示された。人口減少に
よって個人消費や住宅投資が落ち込むことに加え、
公需の下支えも見込めないなか、純移輸出と民間
設備投資を中心とした経済成長の姿が予想される。
とりわけ中国地域では純移輸出の寄与率が７０％程
度を占めるなど、移輸出が中国地域の経済成長を
牽引する原動力となることが明らかとなった。世
界貿易量は今後、増加することが見込まれている
ことから、中国地域が基盤とする化学、石油・石
炭製品、鉄鋼、一般機械、電気機械、輸送機械な
どの産業において外需を含む域外需要牽引型の成
長が予想される。
　中国地域の２０００～２０３０年の平均成長率がほぼ全
国と同水準を維持することから、中国地域がわが
国経済に占める地位は予測期間において大きく変
化することはない。しかし、全国より大幅な人口
減少率のため個人消費や住宅投資など家計関連需
要においては地位の低下は避けられない。一方、
移輸出型産業に支えられて一人当たりの域内総生
産は全国と比べて遜色ない伸び率となる。中国地
域経済の、海外・域外需要に依存する傾向は一層
強まることが予想される。ただし、本稿での予測
は基準ケースの結果にすぎず、中国地域経済が抱
える強み、弱みを多面的に把握するためには、今
後さまざまな想定を用いて中国地域経済がどのよ
うに反応するのかを調べる、いわゆるシミュレー
ション分析が必要である。
　現在、さまざまな形で既存の基幹産業の高度化
や新産業創出について議論が重ねられている。地
域経済の成長を促進するための施策という観点か
らは、個々の産業に関する議論にとどまらず、結
果として得られる生産活動の向上が地域内他産業
や他地域の産業に与える影響についても考慮する

必要がある。その意味では、施策のおよぼす影響
が中国地域にどういった変化をもたらすのかと
いった定量的な評価が不可欠となる。さらに、今
後、人口減少と高齢化がより急速に進むことが見
込まれるなか、今後さらに生産性を向上させるこ
とが求められてくるであろう。それゆえ、中国地
域の経済成長と発展のための施策を考えていくた
めには、生産性変化の視点からの個々の施策に対
する分析および評価も必要になってくる。今後は、
こうした分析需要にモデルを応用するとともに、
統計データの更新にあわせてモデルを更新し、拡
張と改良を行っていくことが必要である。
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Abstract

　In recently years, dramatic changes in economic and social environment, such as aging population, 
globalization of economic activities, and so on, have increased uncertainty about the future of local areas 
in Japan, including Chugoku region. As a result, it has become more important than ever for each region 
to have its own vision for the future of the economy and society. This paper presents a newly developed 
“regional econometric input-output model for Chugoku region (CREIM)” that can produce a long-term 
outlook for the Chugoku region’s macro-economy and industries. Unlike conventional models, this model 
enables analysts to make forecasts of detailed structural changes in the inter-industry relations in the 
Chugoku region’s economy, along with ordinary macro-economic projections, with input-coefficients 
changing endogenously every year during the projection period. Using the model, we carried out a 
forecast for the period 2002–2030.
　The results reveal that the projected average annual growth rate of real GDP in Chugoku region is 
0.93% during 2002–2030. While private final consumption expenditure and housing investment will be 
getting depressed, external demand-led growth is expected in Chugoku region, especially in the leading 
industries such as chemical products, petroleum and coal products, iron and steel, general machinery, 
electrical machinery and transportation equipment, due to the continuous expansion in world trade.

Keywords: Regional Econometric Input-Output Model, Economic Forecast, Chugoku Region


